　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
育児・介護休業法に基づく特例措置申込書
　　公益財団法人東京都私学財団 理事長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法　人　名　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　
（個人立の場合は設置者名）


　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
下記教職員については、育児・介護休業法に基づき所定労働時間の短縮を行ったことにより、
事業規程第８条（教職員の要件）で定める１週間あたりの勤務日数を欠くこととなったため、特
例措置を申込みます。
１　教職員及び所属学校（園）
	氏　名
	
	教職員コード
	
	
	
	
	
	
	

	学校（幼稚園）名
	
	学校コード
	
	
	
	
	
	
	


２　１週間あたりの勤務日数の変更

　　（現行）　　　日　　→　（変更後）　　　日
３　就業状態
　　※ ①から③のうち、該当するもの１つに○を付け、必要事項を記入する。
(1) 育児関係

　 ① 小学校就学の始期に達するまでの子を養育しながら働く
申請時における子供の年齢及び誕生日 ： 　　歳（生年月日：平成　　年　　月　　日）

 (2) 介護関係

　  ② 要介護状態にある対象家族を介護しながら働く

    ③ 家族を介護しながら働く
　　教職員と介護を受ける家族との続柄 ： 　　　　　　　　　　　                  
介護期間終了予定 : 平成　 年　 月まで　

※ 介護関係は、介護期間等の取扱いについて、学校（園）で定めている規程等を添付して
申請すること。
４　申込期間（特例措置期間）
平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日まで
　　※ 介護関係の場合は、１年以内とする（１年毎の更新が可能）
５　当該教職員に係る負担金及び加入期間の取扱い

　　※ 該当する１つに○を付ける。
　(1) 現標準給与月額に基づき負担金を納入し、特例措置期間を加入期間とする
(2) 負担金を納入せず、特例措置期間を加入期間から除外する
連絡担当者名：


電 話 番 号：











